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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】走行車線から逸脱する傾向にある自車両を走行
車線にスムースに復帰させるためのステアリング操作を
的確に補助する上で有利なレーン逸脱防止装置を提供す
る。
【解決手段】車線逸脱判定手段３８Ａは自車両が走行車
線から逸脱する傾向にあるか否かを判定する。修正用走
行軌跡算出手段３８Ｃは自車両が走行車線から逸脱する
傾向にあると判定された場合に、自車両が走行車線の中
心線に戻るために自車両が走行すべき軌跡である修正用
走行軌跡を算出する。理想操舵トルク算出手段２２Ｂは
、ステアリング１４０２が前記の修正用走行軌跡に沿っ
て自車両が走行するように操作された場合に操舵機構１
４０６で発生する操舵トルクを理想操舵トルクとして算
出する。第２の操舵補助トルク決定手段２２Ｃは、ステ
アリング１４０２が操作された場合に操舵機構１４０６
で発生する操舵トルクが理想操舵トルクに合致するよう
に操舵補助トルクを決定する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　運転者によるステアリングの操作に基づいて操舵補助トルクを操舵系に付与するパワー
ステアリング装置を備えた車両の車線逸脱防止装置であって、
　走行車線に対する自車両の位置関係を示す自車両位置情報に基づいて前記自車両が走行
車線から逸脱する傾向にあるか否かを判定する車線逸脱判定手段と、
　前記自車両が走行車線から逸脱する傾向にあると判定された場合に、前記自車両位置情
報および前記自車両の走行状態に関する走行状態情報に基づいて前記自車両が前記走行車
線の中心線に戻るために前記自車両が走行すべき軌跡である修正用走行軌跡を算出する修
正用走行軌跡算出手段と、
　前記ステアリングが前記修正用走行軌跡に沿って前記自車両が走行するように操作され
た場合に前記操舵系で発生する操舵トルクを理想操舵トルクとして算出する理想操舵トル
ク算出手段と、
　前記ステアリングが操作された場合に前記操舵系で発生する操舵トルクが前記理想操舵
トルクに合致するように前記操舵補助トルクを決定する操舵補助トルク決定手段とを備え
る、
　ことを特徴とする車線逸脱防止装置。
【請求項２】
　前記操舵補助トルク決定手段による前記操舵補助トルクの決定は、前記操舵トルクが前
記理想操舵トルクに近づくほど運転者が前記ステアリングの操作を軽く感じ、かつ、前記
操舵トルクが前記理想操舵トルクから遠ざかるほど前記ステアリングの操作を重く感じる
ようになされる、
　ことを特徴とする請求項１記載の車線逸脱防止装置。
【請求項３】
　前記操舵補助トルク決定手段による前記操舵補助トルクの決定は、前記操舵トルクが前
記理想操舵トルクに近づくほど前記操舵補助トルクが大きくなり、かつ、前記操舵トルク
が前記理想操舵トルクから遠ざかるほど前記操舵補助トルクが小さくなるようになされる
、
　ことを特徴とする請求項１記載の車線逸脱防止装置。
【請求項４】
　前記走行状態情報は、前記自車両の車速と、前記自車両が走行している道路の曲率半径
とを含む、
　ことを特徴とする請求項１乃至３に何れか１項記載の車線逸脱防止装置。
【請求項５】
　前記走行状態情報は、前記自車両の最大ヨーレートと、前記自車両の最大旋回半径とを
さらに含む、
　ことを特徴とする請求項４記載の車線逸脱防止装置。
【請求項６】
　前記理想操舵トルクごとに、前記操舵トルクおよび前記操舵補助トルクの関係を示すア
シストマップが予め定められており、前記操舵補助トルク決定手段による前記操舵補助ト
ルクの決定は、前記アシストマップに基づいてなされる、
　ことを特徴とする請求項１乃至５に何れか１項記載の車線逸脱防止装置。
【請求項７】
　前記自車両が走行車線から逸脱する傾向にあると判定された場合に、前記自車両の車線
逸脱傾向を警告する警報動作を行う車線逸脱警報手段をさらに備える、
　ことを特徴とする請求項１乃至６に何れか１項記載の車線逸脱防止装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は自車両が走行車線から逸脱することを防止する車線逸脱防止装置に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　撮像手段により取得された道路の白線の位置と自車位置とから自車両が走行車線から逸
脱する傾向にあると判定された場合に、インジケータやブザーにより車線逸脱の警報を発
生させる技術が提案されている。
　運転者は、車線逸脱の警報を認識すると、自車両が走行車線から逸脱しないように自車
両を走行車線に復帰させるようにステアリングを操作する。
　このような運転者のステアリング操作を補助する技術が提案されている（特許文献１参
照）。
　この技術は、アクチュエータによってステアリング機構に操舵補助力を与えるパワース
テアリング装置において、自車両が車線を逸脱する傾向にあると検出されると、車線を逸
脱する方向への操舵補助力よりも、元の車線に復帰する方向への操舵補助力が上回るよう
にアクチュエータを制御するものである。
　また、車線逸脱の警報の発生時に運転者によるステアリングの急激な操作を抑制するた
めに、車線逸脱の警報が発生している状態では、ステアリング操作の応答性が鈍くなるよ
うにステアリングギア比を制御する技術が提案されている（特許文献２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００１－１８７５８２号公報
【特許文献２】特開２００９－２８６１５４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上述した前者の従来技術では、自車両を走行車線に復帰させる際のステアリング操作を
円滑に行う上で好ましい反面、運転者がステアリングを逸脱方向と反対方向に切り過ぎた
場合にステアリング操作を抑制できないため、的確なステアリング操作を実現する上で十
分とはいえない。
　また、後者の従来技術では、運転者がステアリングを逸脱方向と反対方向に切り過ぎた
場合にステアリング操作を抑制できる反面、自車両を元の走行車線に復帰させる際のステ
アリング操作までもが抑制されるため、的確なステアリング操作を実現する上で十分とは
いえない。
　本発明は、上記事情に鑑みなされたものであり、自車両が走行車線から逸脱傾向にある
と判定された場合に、自車両を走行車線にスムースに復帰させるためのステアリング操作
を的確に補助する上で有利なレーン逸脱防止装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記目的を達成するために、本発明は、運転者によるステアリングの操作に基づいて操
舵補助トルクを操舵系に付与するパワーステアリング装置を備えた車両の車線逸脱防止装
置であって、走行車線に対する自車両の位置関係を示す自車両位置情報に基づいて前記自
車両が走行車線から逸脱する傾向にあるか否かを判定する車線逸脱判定手段と、前記自車
両が走行車線から逸脱する傾向にあると判定された場合に、前記自車両位置情報および前
記自車両の走行状態に関する走行状態情報に基づいて前記自車両が前記走行車線の中心線
に戻るために前記自車両が走行すべき軌跡である修正用走行軌跡を算出する修正用走行軌
跡算出手段と、前記ステアリングが前記修正用走行軌跡に沿って前記自車両が走行するよ
うに操作された場合に前記操舵系で発生する操舵トルクを理想操舵トルクとして算出する
理想操舵トルク算出手段と、前記ステアリングが操作された場合に前記操舵系で発生する
操舵トルクが前記理想操舵トルクに合致するように前記操舵補助トルクを決定する操舵補
助トルク決定手段とを備えることを特徴とする。
【発明の効果】
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【０００６】
　本発明によれば、自車両が走行車線から逸脱する傾向にあると判定された場合に、ステ
アリングが、自車両が走行すべき軌跡である修正用走行軌跡に沿って自車両が走行するよ
うに操作された場合に操舵系で発生する操舵トルクを理想操舵トルクとして算出する。そ
して、ステアリングが操作された場合に操舵系で発生する操舵トルクが理想操舵トルクに
合致するように操舵補助トルクを決定する。
　したがって、自車両を走行車線にスムースに復帰させるためのステアリング操作を的確
に補助する上で有利となる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】実施の形態に係る車線逸脱防止装置１０が設けられた車両の制御系の構成を示す
ブロック図である。
【図２】操舵トルクおよび操舵補助トルク（モータ駆動電流値）の関係を示す第１のアシ
ストマップを示す説明図である。
【図３】車線逸脱判定手段３８Ａの構成を示す機能ブロック図である。
【図４】横ずれ量ｙfと、ヨー角Θfと、道路曲率ρfとの導出手順を説明する図である。
【図５】（Ａ）は、走行車線から逸脱する傾向にある自車両２が修正用走行軌跡に沿って
走行車線の中心線に復帰する場合を説明する図、（Ｂ）は（Ａ）で示される自車両の各位
置に対応する理想操舵トルク値を示す線図である。
【図６】（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）は、図５（Ａ）、（Ｂ）における自車両２の位置Ｐ１、
Ｐ２、Ｐ３に対応する操舵トルクおよび操舵補助トルク（モータ駆動電流値）の関係を示
す第２のアシストマップを示す説明図である。
【図７】車線逸脱防止装置１０の動作を説明するフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下、本発明の実施の形態の車線逸脱防止装置１０について図面を参照して説明する。
　図１に示すように、本実施の形態の車線逸脱防止装置１０は、パワーステアリング装置
１２を備える車両に設けられている。
　本実施の形態では、パワーステアリング装置１２は、操舵系１４と、操舵トルクセンサ
１６と、パワーステアリングモータ１８と、車速センサ２０と、パワーステアリングＥＣ
Ｕ２２とを含んで構成されている。
【０００９】
　操舵系１４は、車両を操舵する際に操作されるステアリング１４０２と、ステアリング
１４０２に連結されたステアリングシャフト１４０４と、ステアリングシャフト１４０４
の回転に基づいて操舵輪を操舵する操舵機構１４０６などを含んで構成されている。
　操舵トルクセンサ１６は、操舵機構１４０６に設けられ、運転者によるステアリング１
４０２の操作によりステアリングシャフト１４０４に加えられた操舵トルクを検出するも
のである。
　パワーステアリングモータ１８は、操舵機構１４０６に操舵補助トルクを付与するアク
チュエータである。
　車速センサ２０は、自車両の走行速度を検出するものである。
【００１０】
　パワーステアリングＥＣＵ２２は、ＣＰＵ、制御プログラム等を格納・記憶するＲＯＭ
、制御プログラムの作動領域としてのＲＡＭ、周辺回路等とのインターフェースをとるイ
ンターフェース部などを含んで構成されており、前記制御プログラムを実行することによ
り動作する。
　パワーステアリングＥＣＵ２２は、前記ＣＰＵが動作することにより、第１の操舵補助
トルク決定手段２２Ａと、モータ制御手段２２Ｄと、後述する理想操舵トルク算出手段２
２Ｂと、後述する第２の操舵補助トルク決定手段２２Ｃとを実現する。
【００１１】
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　第１の操舵補助トルク決定手段２２Ａは、操舵トルクセンサ１６によって検出された操
舵トルクと、車速センサ２０によって検出された車速とに基づいて、操舵機構１４０６に
付与すべき操舵補助トルクを決定するものである。
【００１２】
　モータ制御手段２２Ｄは、第１の操舵補助トルク決定手段２２Ａによって決定された操
舵補助トルクが操舵機構１４０６に付与されるようにパワーステアリングモータ１８を駆
動制御するものである。
　具体的には、図２に示すように、操舵トルクおよび操舵補助トルク（モータ駆動電流値
）の関係を示す第１のアシストマップが予め定められており、第１のアシストマップは、
例えば、パワーステアリングＥＣＵ２２のＲＯＭなどに格納されている。
　そして、第１の操舵補助トルク決定手段２２Ａによる操舵補助トルクの決定は、操舵ト
ルクセンサ１６によって検出された操舵トルクに対応する操舵補助トルク（モータ駆動電
流値）を第１のアシストマップから特定することによってなされる。
　そして、モータ制御手段２２Ｄによるパワーステアリングモータ１８の駆動制御は、第
１のアシストマップから決定された操舵補助トルク（モータ駆動電流値）に基づいてなさ
れる。
　すなわち、パワーステアリング装置１２は、運転者によるステアリング１４０２の操作
に基づいて操舵補助トルクを操舵系１４に付与するものである。
【００１３】
　より詳細に説明すると、図２において横軸は操舵トルクを示し、右方向の操舵を正の操
舵トルク値で、左方向の操舵を負の操舵トルク値で示している。また、縦軸は操舵補助ト
ルク（モータ駆動電流値）を示し、右方向の操舵を正の操舵補助トルク値（モータ駆動電
流値）で、左方向の操舵を負の操舵補助トルク値（モータ駆動電流値）で示している。
　ステアリング１４０２を右方向あるいは左方向に操作した場合、その操作量が増えるほ
ど（言い換えるとステアリング１４０２を切り込むほど）、操舵トルク値の絶対値は増大
する。
　本実施の形態では、図２に示すように、操舵トルク値の絶対値が０から増大するほど、
操舵補助トルク値（モータ駆動電流値）の絶対値が増大し、やがて、操舵トルク値が予め
定められたしきい値を超えると操舵補助トルク値（モータ駆動電流値）が一定値となって
いる。
　なお、以下では、説明の簡単化を図るため、「操舵トルク値および操舵補助トルク値（
モータ駆動電流値）の絶対値が増大あるいは減少する」ということを、単に「操舵トルク
値および操舵補助トルク値（モータ駆動電流値）が増大あるいは減少する」ということに
する。
【００１４】
　次に、車線逸脱防止装置１０について説明する。
　図１に示すように、車線逸脱防止装置１０は、前方カメラ２４と、インジケータ２６と
、ブザー２８と、前記の操舵トルクセンサ１６と、前記の車速センサ２０と、ハンドル角
センサ３０と、シフト位置センサ３２と、アクセル開度センサ３４と、ヨーレートセンサ
３６と、車線逸脱警報ＥＣＵ３８とを含んで構成されている。
　また、車線逸脱警報ＥＣＵ３８、パワーステアリングＥＣＵ２２、前方カメラ２４、イ
ンジケータ２６、ブザー２８、および、前述した各センサ１６、２０、３０、３２、３４
、３６は、それぞれＣＡＮ（Controller Area Network）バス４０などの従来公知のバス
を介して情報、データの授受を行う。
【００１５】
　前方カメラ２４は、車両に設けられ、車両の前方の道路状態を撮像することにより画像
情報を生成するものである。したがって、画像情報には、道路の走行車線（走行レーン）
を区分する左右の境界線としての白線が含まれる。
　インジケータ２６は、車室内の例えばインストルメントパネルなどの適宜箇所に設けら
れ、自車両が走行車線を逸脱する傾向となったことを示す警告表示を行うものである。こ
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のような警告表示として、例えば、ランプを点灯あるいは点滅させたり、あるいは、アイ
コンや文字、記号などの表示させるなど、従来公知のさまざまな表示が可能である。
　ブザー２８は、車室内の例えばインストルメントパネルなどの適宜箇所に設けられ、自
車両が走行車線を逸脱する傾向となったことを示す警告音を鳴動させるものである。
　なお、本明細書において、「自車両が走行車線を逸脱する傾向にある」とは、自車両が
走行車線から２本の白線のうち一方の白線に近接していくような状態と、自車両が白線を
超えた状態（走行車線を逸脱した状態）とを含むものとする。
【００１６】
　ハンドル角センサ３０は、操舵系１４に設けられ、ステアリング１４０２の回転角度で
あるハンドル角（操舵角）を検出するものである。
　シフト位置センサ３２は、シフトレバーの位置を検出するものである。
　アクセル開度センサ３４は、アクセルの開度を検出するものである。
　ヨーレートセンサ３６は、車両のヨーレートを検出するものである。
【００１７】
　車線逸脱警報ＥＣＵ３８は、ＣＰＵ、制御プログラム等を格納・記憶するＲＯＭ、制御
プログラムの作動領域としてのＲＡＭ、周辺回路等とのインターフェースをとるインター
フェース部などを含んで構成されており、前記制御プログラムを実行することにより動作
する。
　車線逸脱警報ＥＣＵ３８は、前記ＣＰＵが動作することにより、車線逸脱判定手段３８
Ａと、車線逸脱警報手段３８Ｂと、修正用走行軌跡算出手段３８Ｃとを実現する。
　また、車線逸脱防止装置１０は、前記のパワーステアリングＥＣＵ２２で構成された理
想操舵トルク算出手段２２Ｂと、第２の操舵補助トルク決定手段２２Ｃとを含んでいる。
　なお、本実施の形態では、第２の操舵補助トルク決定手段２２Ｃが特許請求の範囲にお
ける「操舵補助トルク決定手段」を構成している。
【００１８】
　車線逸脱判定手段３８Ａは、走行車線に対する自車両の位置関係を含む自車両位置情報
に基づいて自車両が走行車線から逸脱する傾向にあるか否かを判定するものである。
　本実施の形態では、車線逸脱判定手段３８Ａは、例えば、図３に示すように、白線認識
部４２と、横ずれ量推定部４４と、ヨー角推定部４６と、道路曲率推定部４８と、判定部
５０とを含む。
【００１９】
　白線認識部４２は、前方カメラ２４により撮影された画像情報を処理して道路上の白線
を認識するものである。
　この白線認識部４２では、撮影された画像情報に対して横方向に輝度変化を探索するな
ど公知の方法（例えば特開平１１－１４７４８１号公報に開示されている）で画像内の白
線を認識する。
　すなわち、白線認識部４２では、白線は他の道路面よりも輝度が高い点に着目して、画
像の横方向に輝度変化の大きい個所が所定距離（白線の幅に相当する距離）以内に２点並
んでいたらこの間に白線があるものと想定して、このような横方向への白線候補点の探索
を画像の各上下位置において多数行なうことにより、自車両前方の道路上の白線を遠方ま
で認識することができる。
　そして、例えば、画像を幾何学的に平面視状態に置き換えることにより、図４に示すよ
うに、自車両２前方の道路上の白線Ｌｗを平面視で認識することができる。
　このようにして、自車両２前方の走行車線を規定する左右の白線Ｌｗを認識できると、
例えば左右の白線Ｌｗの中点を結んだ直線又は曲線として自車両２前方の走行車線の中心
線Ｌｃを推定することができる。
【００２０】
　横ずれ量推定部４４は、白線認識部４２によって認識された白線Ｌｗに基づいて、所定
距離だけ前方における自車両２の走行車線内での横ずれ量ｙfを推定するものである。
　すなわち、横ずれ量推定部４４では、自車両２が現在の向きのまま所定距離前方まで直
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進した場合に自車両２の幅方向中心の走行車線の中心線Ｌｃからの左右への横ずれ量（横
ずれ距離）ｙfを、上記のように推定した走行車線（中心線Ｌｃ又は白線Ｌｗ）と自車両
２との関係から推定する。
　この所定距離前方での自車両２の横ずれ量ｙfは、例えば、画像内の所定の高さ（自車
両２の所定距離前方に相当する）における画像の左右中心と画像内の走行車線の中心線Ｌ
ｃとの位置関係から求めることもできる。
　ここで、横ずれ量ｙfは、走行車線に対する自車両２の位置関係を示す自車両位置情報
である。
【００２１】
　ヨー角推定部４６は、白線認識部４２によって認識された白線Ｌｗに基づいて、所定距
離だけ前方における自車両２の走行車線方向に対するヨー角Θfを推定するものである。
　すなわち、ヨー角推定部４６では、自車両２が現在の向きのまま所定距離前方まで直進
した場合における走行車線の方向と自車両２の方向との角度（ヨー角）Θfを、上記のよ
うに推定した走行車線（中心線Ｌｃ又は白線Ｌｗ）と自車両２との関係から推定する。
　このヨー角Θfは、例えば、上述のように認識した平面視状態での道路上の道路中心線
Ｌｃ（或いは白線Ｌｗ）の方向と自車両２の方向とから算出できる。
　ここで、ヨー角Θfは、走行車線に対する自車両２の位置関係を示す自車両位置情報で
ある。
【００２２】
　道路曲率推定部４８は、白線認識部４２によって認識された白線Ｌｗに基づいて、所定
距離だけ前方における走行車線の道路曲率ρfを推定するものである。
　すなわち、道路曲率推定部４８では、所定距離前方における走行車線の道路曲率ρfを
、上記のように推定した走行車線（中心線Ｌｃ又は白線Ｌｗ）の形状から推定する。
【００２３】
　判定部５０は、横ずれ量推定部４４で推定された横ずれ量ｙfと、ヨー角推定部４６で
推定されたヨー角Θfと、道路曲率推定部４８で推定された道路曲率ρfと、車速センサ２
０で検出された自車両２の車速Ｖと、ハンドル角センサ３０で検出された自車両２のハン
ドル角αと、ヨーレートセンサ３６で検出された自車両２のヨーレイトｒとから、自車両
２が走行車線から逸脱する傾向にあるか否かを判定する。
　上述したように、本実施の形態では、判定部５０は、走行車線に対する自車両２の位置
関係を示す自車両位置情報としての横ずれ量ｙfおよびヨー角Θfに加えて、道路曲率ρf
と、車速Ｖと、ハンドル角αと、ヨーレイトｒとを加味して自車両２が走行車線から逸脱
する傾向にあるか否かを判定する。
　なお、判定部５０は、自車両位置情報としての横ずれ量ｙfおよびヨー角Θfのみに基づ
いて自車両２が走行車線から逸脱する傾向にあるか否かを判定してもよいが、本実施の形
態のようにすると、自車両２が走行車線から逸脱する傾向にあるか否かの判定をより的確
に得る上で有利となる。
【００２４】
　図１に示すように、修正用走行軌跡算出手段３８Ｃは、自車両２が走行車線から逸脱す
る傾向にあると判定された場合に、前記の自車両位置情報（横ずれ量ｙfおよびヨー角Θf
）と、自車両２の走行状態に関する走行状態情報とに基づいて自車両２が走行車線の中心
線Ｌｃに戻るために自車両２が走行すべき軌跡である修正用走行軌跡を算出するものであ
る。
　本実施の形態では、走行状態情報は、車速Ｖと、道路曲率ρf（自車両２が走行してい
る道路の曲率半径）とを含む。
　より詳細には、修正用走行軌跡算出手段３８Ｃは、前記の自車両位置情報および走行状
態情報をパラメータとして、クロソイド曲線などの曲線と、直線との組み合わせによって
修正用走行軌跡の算出を行う。
　修正用走行軌跡は、自車両２が走行した際に、自車両２において発生する横速度あるい
はヨーレートが予め定められた上限値を上回らない状態で円滑に走行車線に復帰できる走
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行軌跡である。
　なお、走行状態情報は、さらに、予め定められた自車両２の最大ヨーレート（あるいは
最大横加速度）と、予め定められた自車両２の最大旋回半径とを含んでいてもよく、最大
ヨーレート（あるいは最大横加速度）と最大旋回半径とを用いると、修正用走行軌跡をよ
り的確に算出する上で有利となっている。
【００２５】
　理想操舵トルク算出手段２２Ｂは、ステアリング１４０２が前記の修正用走行軌跡に沿
って自車両２が走行するように操作された場合に操舵系１４で発生する操舵トルクを理想
操舵トルクとして算出するものである。
　この場合、理想操舵トルク算出手段２２Ｂによる理想操舵トルクの算出は、車両走行時
に各センサから得られる情報を用いて行われる。
　これらの情報としては、操舵トルクセンサ１６で検出される操舵トルク、車速センサ２
０で検出される車速、ハンドル角センサ３０で検出されるハンドル角、シフト位置センサ
３２で検出されるシフト位置、アクセル開度センサ３４からのアクセル開度などの情報が
挙げられる。
【００２６】
　第２の操舵補助トルク決定手段２２Ｃは、ステアリング１４０２が操作された場合に操
舵系１４で発生する操舵トルクが前記の理想操舵トルクに合致するように操舵補助トルク
を決定するものである。
　決定された操舵補助トルクがモータ制御手段２２Ｄに与えられると、モータ制御手段２
２Ｄは操舵補助トルクに対応するモータ駆動電流をパワーステアリングモータ１８に供給
する。
　決定された操舵補助トルクが操舵系１４（操舵機構１４０６）に付与されることにより
、運転者によるステアリング１４０２の操作は、操舵トルクが理想操舵トルクに合致する
ように補助される。
　すなわち、第２の操舵補助トルク決定手段２２Ｃは、操舵トルクが理想操舵トルクに近
づくほど運転者がステアリング１４０２の操作を軽く感じ、かつ、操舵トルクが理想操舵
トルクから遠ざかるほどステアリング１４０２の操作を重く感じるように操舵補助トルク
を決定する。
【００２７】
　本実施の形態では、第２の操舵補助トルク決定手段２２Ｃによる操舵補助トルクの決定
は、第２のアシストマップに基づいてなされる。なお、本実施の形態では、第２のアシス
トマップが特許請求の範囲の「アシストマップ」に相当している。
　具体的には、第２のアシストマップは、図６（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）に示すように、理
想操舵トルクごとに、操舵トルクおよび操舵補助トルクの関係を示すものである。
　第２のアシストマップは、例えば、パワーステアリングＥＣＵ２２のＲＯＭなどに格納
されている。
　そして、第２の操舵補助トルク決定手段２２Ｃによる操舵補助トルクの決定は、操舵ト
ルクセンサ１６によって検出された操舵トルクに対応する操舵補助トルク（モータ駆動電
流値）を第２のアシストマップから特定することによってなされる。
　そして、モータ制御手段２２Ｄによるパワーステアリングモータ１８の駆動制御は、第
２のアシストマップから決定された操舵補助トルク（モータ駆動電流値）に基づいてなさ
れる。
　なお、本実施の形態では、第２のアシストマップを用いて操舵補助トルクの決定を行う
ようにしたが、理想操舵トルク毎に、操舵トルクに応じた操舵補助トルクを算出して決定
しても良い。しかしながら、本実施の形態のようにすると、操舵補助トルクの決定を行う
処理の軽減を図る上で有利となる。
【００２８】
　次に、車線逸脱防止装置１０の動作について図７のフローチャートを参照して説明する
。
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　まず、動作説明のために必要な図５、図６について説明する。
　図５（Ａ）は、走行車線から逸脱する傾向にある自車両２が修正用走行軌跡に沿って走
行車線の中心線Ｌｃに復帰する場合を説明する図であり、図の右方から左方に自車両２が
走行している。
　図５（Ｂ）は（Ａ）で示される自車両２の各位置に対応する理想操舵トルク値を示す線
図である。
　なお、図中、符号Ｐ１、Ｐ２、Ｐ３は修正用走行軌跡に沿って走行する自車両２の位置
を示している。
【００２９】
　図６（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）は、図５（Ａ）、（Ｂ）における自車両２の位置Ｐ１、Ｐ
２、Ｐ３に対応する第２のアシストマップを示している。
　図中、太い破線は理想操舵トルク値を示し、実線は第２のアシストマップにおける操舵
補助トルク値を示す。
　また、細い破線は第１のアシストマップにおける操舵補助トルク値を示しており、比較
のために示す。
【００３０】
　次に、図７のフローチャートを参照して説明する。
　まず、車線逸脱判定手段３８Ａによって自車両２が走行車線から逸脱する傾向にあるか
否かが判定される（ステップＳ１０）。
　ステップＳ１０が否定ならばステップＳ１０を繰り返す。
　ステップＳ１０が肯定ならば、車線逸脱警報手段３８Ｂによってインジケータ２６によ
る警告表示動作、ブザー２８による警告音の鳴動動作がなされる。
　次に、修正用走行軌跡算出手段３８Ｃは、自車両位置情報および走行状態情報に基づい
て、図５（Ａ）に示すように、自車両２が走行車線の中心線Ｌｃに戻るために自車両２が
走行すべき軌跡である修正用走行軌跡Ｌ０を算出する（ステップＳ１４）。
　次に、理想操舵トルク算出手段２２Ｂは、ステアリング１４０２が修正用走行軌跡Ｌ０
に沿って自車両２が走行するように操作された場合に操舵機構１４０６で発生する操舵ト
ルクを図５（Ｂ）に示すように理想操舵トルクとして算出する（ステップＳ１６）。
　次に、第２の操舵補助トルク決定手段２２Ｃは、ステアリング１４０２が操作された場
合に操舵機構１４０６で発生する操舵トルクが理想操舵トルクに合致するように操舵補助
トルクを決定する（ステップＳ１８）。
　次に、パワーステアリング装置１０は決定された操舵補助トルクを操舵系１４に付与す
る（ステップＳ２０）。
　なお、ステップＳ１８、Ｓ２０については後述する。
　これ以降、自車両２が走行車線の中心線Ｌｃに復帰して修正操舵が終了するまで、ステ
ップＳ１４～Ｓ２０の動作が繰り返して実行される（ステップＳ２２）。
　なお、自車両２が走行車線の中心線Ｌｃに復帰して修正操舵が終了したことの判定は、
例えば、車線逸脱判定手段３８Ａによる判定結果に基づいて行われる。
【００３１】
　図５、図６に基づいてステップＳ１８、Ｓ２０について具体的に説明する。
　第２の操舵補助トルク決定手段２２Ｃは、図６（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）に示す第２のア
シストマップに基づいて操舵補助トルクを決定する。
　図５（Ａ）の位置Ｐ１に対応する第２のアシストマップは図６（Ａ）に示すようなもの
である。
　すなわち、自車両２は位置Ｐ１において、走行車線の中心線Ｌｃに対して右方に逸脱す
る傾向となっており、したがって、ステアリング１４０２を左向きに操作する必要がある
。
　この場合、図６（Ａ）に破線で示されているように理想操舵トルク値が決定される。
　この第２のアシストマップでは、ステアリング１４０２を左向きに操舵する場合（操舵
トルクが負の領域）、操舵補助トルクは、理想操舵トルク値で最大となり、理想操舵トル
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クから遠ざかるほど、操舵補助トルクが減少するように設定されている。
　すなわち、この場合、第２の操舵補助トルク決定手段２２Ｃは、操舵トルクが理想操舵
トルクに近づくほど操舵補助トルクが大きくなり、かつ、操舵トルクが理想操舵トルクか
ら遠ざかるほど操舵補助トルクが小さくなるように操舵補助トルクを決定する。
　したがって、ステアリング１４０２の操作を行う際に、操舵トルクが理想操舵トルクに
近づくほどステアリング操作を軽く感じ、操舵トルクが理想操舵トルクから遠ざかるほど
ステアリング操作を重く感じるようになる。
【００３２】
　また、操舵補助トルクは、ステアリング１４０２が中立位置から左向きに操作されると
（操舵トルクが０から負の領域となると）、直ちに付与されるように、言い換えると、ス
テアリング１４０２の操作の初期段階から直ちに操舵補助トルクが付与されるように設定
されている。
　したがって、ステアリング１４０２の操作を行う際に、操舵トルクが理想操舵トルクに
近づくステアリング操作が効果的に補助される。
　なお、ステアリング１４０２を右向きに操舵する場合（操舵トルクが正の領域）、操作
補助トルクは、破線で示された第１のアシストマップの場合に比較して抑制されている。
　したがって、自車両２をさらに逸脱方向に導くステアリング操作を行おうとすると、運
転者はステアリング１４０２が急に重くなるように感じられることになり、逸脱方向への
ステアリング操作が効果的に抑制される。
【００３３】
　図５（Ａ）の位置Ｐ２に対応する第２のアシストマップは図６（Ｂ）に示すようなもの
である。
　すなわち、自車両２は位置Ｐ２において、走行車線の中心線Ｌｃに対して接近する傾向
となっており、したがって、ステアリング１４０２を中立位置に操作する必要がある。
　この場合、図６（Ｂ）に破線で示されているように理想操舵トルク値が決定される。
　この第２のアシストマップでは、ステアリング１４０２を中立位置近傍に操舵する場合
（操舵トルクが０近傍）は、第１のアシストマップと同様に操舵補助トルクは０（最小）
となるように設定されている。
　また、ステアリング１４０２が中立位置よりも左向きあるいは右向きに操作された場合
には、操舵補助トルクは、破線で示された第１のアシストマップの場合に比較して抑制さ
れている。
　この場合も、ステアリング１４０２の操作を行う際に、操舵トルクが理想操舵トルクに
近づくほど（ステアリング１４０２が中立位置に近づくほど）ステアリング操作を軽く感
じ、操舵トルクが理想操舵トルクから遠ざかるほど（ステアリング１４０２が中立位置に
から遠ざかるほど）ステアリング操作を重く感じるようになる。
　したがって、自車両２を左方あるいは右方の逸脱方向に導くステアリング操作を行おう
とすると、運転者はステアリング１４０２が急に重くなるように感じられることになり、
逸脱方向へのステアリング操作が効果的に抑制される。
【００３４】
　図５（Ａ）の位置Ｐ３に対応する第２のアシストマップは図６（Ｃ）に示すようなもの
である。
　すなわち、自車両２は位置Ｐ３において、走行車線の中心線Ｌｃに対して左方に逸脱す
る傾向となっており、したがって、ステアリング１４０２を右向きに操作する必要がある
。
　この場合、図６（Ｃ）に破線で示されているように理想操舵トルク値が決定される。
　この第２のアシストマップでは、ステアリング１４０２を右向きに操舵する場合（操舵
トルクが正の領域）、操舵補助トルクは、理想操舵トルク値で最大となり、理想操舵トル
クから遠ざかるほど、操舵補助トルクが減少するように設定されている。
　すなわち、この場合、第２の操舵補助トルク決定手段２２Ｃは、操舵トルクが理想操舵
トルクに近づくほど操舵補助トルクが大きくなり、かつ、操舵トルクが理想操舵トルクか
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ら遠ざかるほど操舵補助トルクが小さくなるように操舵補助トルクを決定する。
　したがって、ステアリング１４０２の操作を行う際に、操舵トルクが理想操舵トルクに
近づくほどステアリング操作を軽く感じ、操舵トルクが理想操舵トルクから遠ざかるほど
ステアリング操作を重く感じるようになる。
【００３５】
　また、操舵補助トルクは、ステアリング１４０２が中立位置から右向きに操作されると
（操舵トルクが０から正の領域となると）、直ちに付与されるように、言い換えると、ス
テアリング１４０２の操作の初期段階から直ちに操舵補助トルクが付与されるように設定
されている。
　したがって、ステアリング１４０２の操作を行う際に、操舵トルクが理想操舵トルクに
近づくステアリング操作が効果的に補助される。
　なお、ステアリング１４０２を左向きに操舵する場合（操舵トルクが負の領域）、操作
補助トルクは、破線で示された第１のアシストマップの場合に比較して抑制されている。
　したがって、自車両２をさらに逸脱方向に導くステアリング操作を行おうとすると、運
転者はステアリング１４０２が急に重くなるように感じられることになり、逸脱方向への
ステアリング操作が効果的に抑制される。
【００３６】
　以上説明したように本実施の形態によれば、自車両２が走行車線から逸脱する傾向にあ
ると判定された場合に、自車両２が走行車線の中心線Ｌｃに戻るために自車両２が走行す
べき軌跡である修正用走行軌跡を算出する。ステアリング１４０２が修正用走行軌跡に沿
って自車両２が走行するように操作された場合に操舵系１４で発生する操舵トルクを理想
操舵トルクとして算出する。そして、ステアリング１４０２が操作された場合に操舵系１
４で発生する操舵トルクが理想操舵トルクに合致するように操舵補助トルクを決定する。
　したがって、自車両２を走行車線にスムースに復帰させるためのステアリング操作を的
確に補助する上で有利となる。
　そのため、運転者がステアリングを逸脱方向と反対方向に切り過ぎた場合にステアリン
グ操作を抑制できなかったり、あるいは、自車両２を元の走行車線に復帰させる際のステ
アリング操作までもが抑制されてしまったりする不都合がなく、的確なステアリング操作
を実現する上で有利となる。
【符号の説明】
【００３７】
　１０……車線逸脱防止装置、１４……操舵系、１４０２……ステアリング、２２Ｂ……
理想操舵トルク算出手段、２２Ｃ……第２の操舵補助トルク決定手段（操舵補助トルク決
定手段）、３８Ａ……車線逸脱判定手段、３８Ｂ……車線逸脱警報手段、３８Ｃ……修正
用走行軌跡算出手段。
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